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１．事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事業所の所在地 

主たる事業者の名称 ： 大阪府 

代 表 者 の 氏 名 ： 大阪府知事 吉村 洋文 

主たる事業所の所在地 ： 大阪市中央区大手前２丁目 

 

２．対象事業の名称 

東部大阪都市計画都市高速鉄道京阪電気鉄道京阪本線（寝屋川市・枚方市）  

 

３．対象事業及び環境保全対策の実施状況 

(1) 対象事業の目的 

寝屋川市、枚方市の京阪本線沿線は、大阪近郊の住宅都市として発展してきた地域で、市の中心

となる京阪本線の寝屋川市駅及び枚方市駅周辺は、既に高架化されています。 

しかしながら、両駅間の香里園駅、光善寺駅、枚方公園駅周辺は、平面のままで 21ヵ所の踏切が

あり、そのうち 13ヵ所が、ピーク１時間当たり 40分以上閉まっている「開かずの踏切」となって

います。 

このような踏切を一挙に除却することで、交通渋滞や事故を根本的に解消するとともに、鉄道に

より分断されていた市街地の一体化を図り、地域の発展の活性化を目的として、京阪本線の連続立

体交差を推進することとしています。 

 

(2) 対象事業の概要 

対象事業の概要は、表 3.1に示すとおりであり、事業計画路線及び工区範囲は、図 3.1に示すと

おりです。 
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表 3.1 対象事業の概要  

項 目 概 要 

区 間 

起 点：寝屋川市幸町 

終 点：枚方市岡南町 

延 長：約 5.5km（寝屋川市域約 2.1㎞、枚方市域約 3.4㎞）  

高 架 と な る 駅 

香里園駅：島式ホーム形式（２面） 

光善寺駅：相対式ホーム形式 

枚方公園駅：相対式ホーム形式 

事 業 形 式 

東側仮線高架方式（国道 170号付近・香里園駅付近・枚方公

園駅北側） 

西側別線高架方式（国道 170号付近・香里園駅付近・枚方公

園駅北側以外） 

高 架 構 造   ＲＣラーメン高架橋、ＰＣ桁橋、鋼桁橋 

 

(3) 工事工程 

工事工程は表 3.2に示すとおりです。 

令和５年度は、１工区～５工区において順次工事着手しており、仮線予定区域の土木工事等が進

められています。また、２工区では香里園駅の仮駅舎の設置工事を実施しています。なお、用地取

得については、寝屋川市域及び枚方市域を含めて 98％完了しています。 

表 3.2 工事工程 

 

 

 

  

令　和 令　和 令　和 令　和 令　和 令　和 令　和 令　和 令　和 令　和

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度

　　　　年　度
項　目

平　成
～

平　成

25年度 30年度

測量調査等

用地取得

土木工事

軌道・電気工事

駅舎等
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図 3.1 事業計画路線及び工区範囲  
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(2) 環境保全対策の実施状況 

① 環境保全対策の実施状況 

事後調査計画書（変更）に記載の環境保全対策の内容 実 施 状 況 

事業計画路線の工事の実施に係る環境保全対策  

１．建設機械の稼働に伴う大気質 

①排出ガス対策型建設機械の指定を受けた機種については、

排出ガス対策型建設機械を使用する。 

②建設機械は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法

律」（オフロード法）及び「道路運送車両法」の規制基準に

適合した機械を使用する。 

③「建設業に係る特定特殊自動車排出ガスの排出の抑制を図

るための指針」に従い、排出ガスの抑制を図るために適切

な燃料の使用や適切な点検整備等を実施するとともに、急

発進・急加速・急操作の排除に努める等、排出量をより少

なくする運転・使用についてマニュアルの作成や従業員の

教育等を通じ、実施の徹底を図る。 

④建設工事が一時期に集中しないよう、工事工程や搬出入の

時間帯を調整する。 

⑤建設機械の点検・整備を十分に行い、無理な負荷が生じな

いようにする。  

⑥原則として、工事実施区間全体の工事敷地境界に万能塀を

設置し、必要に応じて、現場での散水や工事用通路の舗装

を行い、粉じんの飛散防止に努める。  

⑦建設機械の不使用時におけるアイドリングストップの徹底

等、運転者への教育・指導を行うと共に、日常保守点検の

励行、整備を確実に行うことにより性能維持に努める。 

 

２．工事関連車両の走行に伴う大気質 

①建設工事が一時期に集中しないよう、工事工程や搬出入の

時間帯を調整する。 

②工事区域から工事関連車両が退場する場合は、タイヤ洗浄

を行い、粉じんの飛散防止を行う。 

 

①排出ガス対策型建設機械の指定を受けた機種については、排出ガス対策型建設機械を

使用しています。 

②「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」（オフロード法）及び「道路運送車

両法」の規制基準に適合した建設機械を使用しています。 

 

③適切な燃料を使用し､始業前の点検や定期的な整備等を実施するとともに、急発進・

急加速・急操作を減らして、排気ガスの排出量をより少なくする運転・使用を行うよ

うに､新規入場者教育等で周知教育し、励行しています。 

 

 

 

④工事の集中を避けるように、工事工程や搬出入の時間帯を調整しています。 

 

⑤建設機械の始業前点検や定期的な整備を行い、無理な負荷がかからないように管理し

ています。 

⑥工事施工区間の敷地境界に万能塀や防塵シートを設置し､必要に応じて､現場での散

水や周辺道路の清掃を行い､粉じんの飛散防止に努めています。 

 

⑦アイドリングストップの徹底等、新規入場者教育等で周知教育し、励行しています。 

 

 

 

 

①工事関連車両の出入りが一時期に集中しないように、工事工程や搬出入の時間帯を調

整しています。 

②工事区域から工事関連車両が退場する場合は、タイヤ洗浄を行い､粉じんの飛散防止

に努めています。 
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事後調査計画書（変更）に記載の環境保全対策の内容 実 施 状 況 

③ダンプトラックが公道を走行する際は、シートで荷台を被

覆する等の措置を講ずることにより、荷台の砕石や残土等

からの粉じんの飛散防止を行う。 

④工事関連車両が公道を走行する際は、規制速度を遵守する

とともに、工事用通路においては徐行する。 

⑤工事関連車両については、搬出入量に応じた適正な車種・

規格を選定し、効率的な運行を行うことにより、車両数を

削減するよう努める。また、工事量及び資機材運搬量の平

準化により、車両数を平準化し、ピーク時の車両数を削減

する。 

⑥工事関係の従業者の通勤については、可能な限り公共交通

機関の利用や自動車の相乗りを推進し、通勤のための自動

車の走行台数の抑制に努める。 

⑦各路線に配分されている工事関連車両の計画に従って適切

に運行台数を管理する。 

⑧工事関連車両の走行時間帯の設定に当たっては、周辺道路

の利用状況、住居の立地状況、一般車両及び歩行者、自転

車等への交通安全に十分配慮して行う。 

⑨工事関連車両は、大阪府生活環境の保全等に関する条例の

趣旨に則り、駐車中のアイドリングや空ぶかしをしない。 

 

３．建設機械の稼働に伴う騒音 

①施工法は、低騒音施工法を基本とする。さらに建設機械は、

低騒音型の指定を受けた機種については、低騒音型建設機

械を使用する。 

 

②建設工事が一時期に集中しないよう、工事工程や搬出入の

時間帯を統制する。 

③騒音規制法において特定建設作業として指定された規制対

象作業以外の建設作業についても、騒音規制法による特定

建設作業に伴う騒音の規制基準を遵守する。 

③ダンプトラックの荷台や積荷の状態を確認し、必要に応じてシート養生等を行い、粉

じんの飛散防止に努めています。 

 

④公道における通行ルール(交通規則･法定速度等)の遵守を徹底し、工事用通路では制

限速度を明示し徐行を徹底しています。 

⑤工事関連車両については、現場条件、搬入出量等に応じた適正な車種・規格を選定し、

効率的な運行を行う等、車両総数を削減するとともに、工事量及び資機材運搬量の平

準化によりピーク時の車両数の削減にも努めています。 

 

 

⑥工事関係の従業者の通勤については、可能な限り公共交通機関の利用や自動車の相乗

りを励行しています。 

 

⑦日々の工事車両入退場台数を記録し、管理しています。 

 

⑧工事に関する地元説明会での取決め等により工事関連車両の出入りは 9:00 以降を原

則とし、また必要個所には交通誘導員を適正配置して車両誘導しています。 

 

⑨駐車中のアイドリングストップの徹底等、新規入場者教育等で周知教育し励行してい

ます。 

 

 

①バックホウなど汎用の建設機械は低騒音・低振動型を使用しています。鋼矢板打設に

は原則として低騒音・低振動の油圧式圧入工法を採用しています。また、騒音･振動

測定を実施し､騒音･振動規制法の基準値を下回っていることを確認しています。 

 

②工事の集中を避けるように、工事工程や搬出入の時間帯を調整しています。 

 

③騒音規制法における特定建設作業として指定された規制対象作業以外の建設作業に

ついても、騒音規制法による騒音の規制基準を遵守しています。 
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事後調査計画書（変更）に記載の環境保全対策の内容 実 施 状 況 

④建設機械の不使用時におけるアイドリングストップの徹底

等、運転者への教育・指導を行うと共に、日常保守点検の

励行、整備を確実に行うことにより性能維持に努める。 

⑤原則として、工事実施区間全体の工事敷地境界付近に万能

塀等を設置し、騒音の低減を図る。 

⑥作業時間（特に騒音・振動を発生する作業）は、昼間とし

日曜日及び祝日は工事を原則休止する。 

 

４．工事関連車両の走行に伴う騒音 

①建設工事が一時期に集中しないよう、工事工程や搬出入の

時間帯を調整する。 

②工事関連車両が公道を走行する際は、規制速度を遵守する

とともに、工事用通路においては徐行する。 

③工事関連車両については、搬出入量に応じた適正な車種・

規格を選定し、効率的な運行を行うことにより、車両数を

削減するよう努める。また、工事量及び資機材運搬量の平

準化により、車両数を平準化し、ピーク時の車両数を削減

する。 

④工事関係の従業者の通勤については、可能な限り公共交通

機関の利用や自動車の相乗りを推進し、通勤のための自動

車の走行台数の抑制に努める。 

⑤各路線に配分されている工事関連車両の計画に従って適切

に運行台数を管理する。 

⑥工事関連車両の走行時間帯の設定に当たっては、周辺道路

の利用状況、住居の立地状況、一般車両及び歩行者、自転

車等への交通安全に十分配慮して行う。 

⑦工事関連車両は、大阪府生活環境の保全等に関する条例の

趣旨に則り、駐車中のアイドリングや空ふかしをしない。  

⑧現況において環境保全目標を超過している箇所について

は、日々の朝礼や工程会議等において工事関係者にその旨

を周知し、騒音低減に配慮した走行を徹底するとともに、

工事関連車両の路上待機が無いよう注意喚起を行う。 

④アイドリングストップの徹底等、新規入場者教育等で周知教育し、励行しています。 

 

 

⑤工事実施区間の敷地境界に万能塀の設置､必要に応じて防音シートの設置を行い、防

音対策に努めています。 

⑥作業時間は原則昼間とし（一部の軌道近接作業は夜間作業）、日曜日及び祝日は工事

を原則休止しています。 

 

 

①工事関連車両の出入りが一時期に集中しないように、工事工程や搬出入の時間帯を調

整しています。 

②公道における通行ルール(交通規則･法定速度等)の遵守を徹底し、工事用通路では制

限速度を明示し徐行を徹底しています。 

③工事関連車両については、現場条件、搬入出量等に応じた適正な車種・規格を選定し、

効率的な運行を行う等、車両総数を削減するとともに、工事量及び資機材運搬量の平

準化によりピーク時の車両数の削減にも努めています。 

 

 

④工事関係の従業者の通勤については、可能な限り公共交通機関の利用や自動車の相乗

りを励行しています。 

 

⑤日々の工事車両入退場台数を記録し、管理しています。 

 

⑥工事に関する地元説明会での取決め等により工事関連車両の出入りは 9：00以降を原

則とし、また必要個所には交通誘導員を適正配置して車両誘導しています。 

 

⑦駐車中のアイドリングストップの徹底等、新規入場者教育等で周知教育し励行してい

ます。 

⑧住宅密集地や商店等が立並ぶ区間は注意喚起看板を掲示し､日々の朝礼や打合せ等に

おいて工事関係者にその旨を周知し、騒音低減に配慮した走行を徹底するとともに、

工事車両が路上で待機しないように指導しています。 
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事後調査計画書（変更）に記載の環境保全対策の内容 実 施 状 況 

５．列車の走行（仮線）に伴う騒音 

①線路は、分岐部を除いてロングレールを敷設する。 

②分岐部については、弾性分岐器等の導入を行う。 

③鉄道施設の適切な保守管理（レールの削正や車輪の転削）

を行う。  

④原則として、工事実施区間全体の工事敷地境界に万能塀等

を設置し、騒音の低減を図る。 

 

６．建設機械の稼働に伴う振動 

①施工法は、低振動施工法を基本とする。さらに建設機械は、

低振動型の指定を受けた機種については、低振動型建設機

械を使用する。 

 

②建設工事が一時期に集中しないよう、工事工程や搬出入の

時間帯を統制する。 

③振動規制法において特定建設作業として指定された規制対

象作業以外の建設作業についても、振動規制法による特定

建設作業に伴う振動の規制基準を遵守する。 

④作業時間（特に騒音・振動を発生する作業）は、昼間とし

日曜日及び祝日は工事を原則休止する。 

 

７．工事関連車両の走行に伴う振動 

①建設工事が一時期に集中しないよう、工事工程や搬出入の

時間帯を調整する。 

②工事関連車両が公道を走行する際は、規制速度を遵守する

とともに、工事用通路においては徐行する。 

③工事関連車両については、搬出入量に応じた適正な車種・

規格を選定し、効率的な運行を行うことにより、車両数を

削減するよう努める。また、工事量及び資機材運搬量の平

準化により、車両数を平準化し、ピーク時の車両数を削減

する。 

 

①仮線の施工時に適切に対応します。 

②仮線の施工時に適切に対応します。 

③仮線の施工時に適切に対応します。 

 

④仮線の施工時に適切に対応します。 

 

 

 

①バックホウなど汎用の建設機械は低騒音・低振動型を使用しています。鋼矢板打設に

は原則として低騒音・低振動の油圧式圧入工法を採用しています。また、騒音･振動

測定を実施し､騒音･振動規制法の基準値を下回っていることを確認しています。 

 

②工事の集中を避けるように、工事工程や搬出入の時間帯を調整しています。 

 

③振動規制法における特定建設作業として指定された規制対象作業以外の建設作業に

ついても、振動規制法による振動の規制基準を遵守しています。 

 

④作業時間は原則昼間とし（一部の軌道近接作業は夜間作業）、日曜日及び祝日は工事

を原則休止しています。 

 

 

①工事関連車両の出入りが一時期に集中しないように、工事工程や搬出入の時間帯を調

整しています。 

②公道における通行ルール(交通規則･法定速度等)の遵守を徹底し、工事用通路では制

限速度を明示し徐行を徹底しています。 

③工事関連車両については、現場条件、搬入出量等に応じた適正な車種・規格を選定し、

効率的な運行を行う等、車両総数を削減するとともに、工事量及び資機材運搬量の平

準化によりピーク時の車両数の削減にも努めています。 
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事後調査計画書（変更）に記載の環境保全対策の内容 実 施 状 況 

④工事関係の従業者の通勤については、可能な限り公共交通

機関の利用や自動車の相乗りを推進し、通勤のための自動

車の走行台数の抑制に努める。 

⑤各路線に配分されている工事関連車両の計画に従って適切

に運行台数を管理する。 

⑥工事関連車両の走行時間帯の設定に当たっては、周辺道路

の利用状況、住居の立地状況、一般車両及び歩行者、自転

車等への交通安全に十分配慮して行う。 

 

８．列車の走行（仮線）に伴う振動 

①線路は、分岐部を除いてロングレールを敷設する。 

②分岐部については、弾性分岐器等の導入を行う。 

③鉄道施設の適切な保守管理（レールの削正や車輪の転削）

を行う。 

④特に振動が大きくなると考えられる箇所については、路盤

の強化やバラストマットの設置等を行う。 

 

９．土質の改変に伴う土壌汚染 

①土地の改変が 3,000 ㎡以上となることから、土壌汚染対策

法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、工

事着手前の段階から土地の利用履歴等調査などの必要な対

応を図っていくものとする。 

②地盤の掘削による発生土については必要に応じて土壌汚染

調査を行い、汚染が確認された場合は、土壌汚染対策法及

び大阪府生活環境の保全等に関する条例を遵守し、適切に

処理する。 

③セメント系固化材を使用する場合には、六価クロムの溶出

がないことが確認された材料を使用する。 

 

④工事関係の従業者の通勤については、可能な限り公共交通機関の利用や自動車の相乗

りを励行しています。 

 

⑤日々の工事車両入退場台数を記録し、管理しています。 

 

⑥工事に関する地元説明会での取決め等により工事関連車両の出入りは 9：00以降を原

則とし、また必要個所には交通誘導員を適正配置して車両誘導しています。 

 

 

 

①仮線の施工時に適切に対応します。 

②仮線の施工時に適切に対応します。 

③仮線の施工時に適切に対応します。 

 

④仮線の施工時に適切に対応します。 

 

 

 

①土壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、工事着手前から

土地の利用履歴等調査などの必要な対応を図っています。 

 

 

②土壌汚染調査の結果に基づき、適切に処理しています。 

 

 

③セメント系固化材を使用する場合は、六価クロムの溶出がないことが確認された材料

を使用し､施工前試験として六価クロム溶出試験を実施し確認しています。 
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事後調査計画書（変更）に記載の環境保全対策の内容 実 施 状 況 

10．土地の改変に伴う人と自然との触れ合いの活動の場 

①公園面積の減少や機能の回復、利用者の快適性の確保につ

いて、利用者への影響が低減されるよう公園管理者と協議

し対策を講じる。 

 

11．土地の改変に伴う文化財 

①工事の実施に当たっては、大阪府教育委員会等の関係機関

と協議し、その指導の下に必要な調査を行い、埋蔵文化財

の有無を確認し、適切に対応する。 

②工事中に埋蔵文化財を発見した場合には、大阪府教育委員

会等に報告・協議を行い適切な保全措置を講じる。 

 

12．土地の改変に伴う廃棄物、発生土 

①家屋取り壊しに伴う産業廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律」に基づき、適正に処理され、再生利用及び

再資源化が行われる。 

②杭工事による建設汚泥については、処理業者に委託し、再

利用に資するように努める。 

③現在線及び仮線撤去による産業廃棄物については、収集・

運搬及び中間処理業の許可を得た、再生利用及び再資源化

を実施できる業者へ全量を委託処分する。 

④駅舎撤去による産業廃棄物については、収集・運搬及び中

間処理業の許可を得た、再生利用及び再資源化を実施でき

る業者へ全量を委託処分する。 

⑤工事事務所から発生する廃棄物については、分別を徹底し、

一般廃棄物については、収集・運搬の許可を得た業者へ、

産業廃棄物については、収集・運搬及び中間処理業の許可

を得た、再生利用及び再資源化を実施できる業者へ全量を

委託処分する。 

 

 

①大型車両進入路確保のための公園占用工事計画については、公園占用面積をできるだ

け少なくし､利用者への影響が低減されるよう公園管理者と協議し対策を講じていま

す。 

 

 

①工事の実施に当たっては、大阪府教育委員会等の関係機関と協議し、その指導の下に

必要な調査を行い、埋蔵文化財の有無を確認し、適切に対応しています。 

 

②これまでの掘削作業において、文化財は発見されていません。 

 

 

 

①家屋取壊しに伴う産業廃棄物は、収集・運搬及び中間処理業の許可を得た、再生利用

及び再資源化を実施できる業者に全量を委託処分しています。 

 

②杭工事による建設汚泥については、処理業者に委託し、再利用に資するように努めて

います。 

③現在線及び仮線撤去による産業廃棄物については、収集・運搬及び中間処理業の許可

を得た、再生利用及び再資源化を実施できる業者へ全量を委託処分しています。 

 

④駅舎撤去時に適切に対応します。 

 

 

⑤工事事務所から発生する廃棄物については、分別を徹底し、一般廃棄物については、

収集・運搬の許可を得た業者へ、産業廃棄物については、収集・運搬及び中間処理業

の許可を得た、再生利用及び再資源化を実施できる業者へ全量を委託処分していま

す。 
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事後調査計画書（変更）に記載の環境保全対策の内容 実 施 状 況 

⑥掘削による発生土 155,700㎥については、「建設リサイクル

推進計画 2008」（平成 20年４月、国土交通省）、「大阪府建

設リサイクル推進計画 2011」（平成 23年 3月、大阪府）が

掲げる目標を達成するように努める。 

⑦場外搬出する発生土については、「建設副産物対策近畿地方

連絡協議会」の工事情報交換システムを活用して、工事間

の流用を図ることにより、最終処分量の抑制に努める。 

⑧工事の計画及び設計段階から建設廃棄物の発生の抑制、再

生利用等による減量化及び再生材の活用の推進、並びに適

切な処理を確保するよう工法または資材の選定及び処理方

法の選定を行う。 

 

13．建設機械の稼働に伴う地球環境 

①土地の改変や施設規模を必要最小限にとどめ、工事量の削

減に努める。 

②ＣＯ２排出低減建設機械の指定を受けた機種については、 

ＣＯ２排出低減建設機械を使用する。 

③低炭素型建設機械の認定を受けた機種については、低炭素

型建設機械を使用する。 

④建設機械の不使用時におけるアイドリングストップの徹底

等、運転者への教育・指導を行うと共に、日常保守点検の

励行、整備を確実に行うことにより性能維持に努める。 

 

14．工事関連車両の走行に伴う地球環境 

①建設工事が一時期に集中しないよう、工事工程や搬出入の

時間帯を調整する。 

②工事関連車両が公道を走行する際は、規制速度を遵守する

とともに、工事用通路においては徐行する。 

 

⑥できる限り工区内で再利用しています。なお、再利用していないものについては、委

託処分しています。 

 

 

⑦できる限り工区内で再利用しています。なお、再利用していないものについては、委

託処分しています。 

 

⑧工事の計画及び設計段階から建設廃棄物の発生の抑制、再生利用等による減量化及び

再生材の活用の推進、並びに適切な処理を確保するよう工法または資材の選定及び処

理方法の選定を行っています。 

 

 

 

①無駄な施工を削減するために，地質調査や試掘を行っています。 

 

②ＣＯ２排出低減建設機械の指定を受けた機種については、ＣＯ２排出低減建設機械を使

用しています。 

③掘削機械にＣＯ２排出低減建設機械を使用しています。 

 

④建設機械の不使用時におけるアイドリングストップの徹底等、新規入場者教育等で周

知教育し励行しています。 

 

 

 

①工事関連車両の出入りが一時期に集中しないように、工事工程や搬出入の時間帯を調

整しています。 

②公道における通行ルール(交通規則･法定速度等)の遵守を徹底し、工事用通路では制

限速度を明示し徐行を徹底しています。 
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事後調査計画書（変更）に記載の環境保全対策の内容 実 施 状 況 

③工事関連車両については、搬出入量に応じた適正な車種・

規格を選定し、効率的な運行を行うことにより、車両数を

削減するよう努める。また、工事量及び資機材運搬量の平

準化により、車両数を平準化し、ピーク時の車両数を削減

する。 

④工事関係の従事者の通勤については、可能な限り公共交通

機関の利用や自動車の相乗りを推進し、通勤のための自動

車の走行台数の抑制に努める。 

⑤工事関連車両の走行ルートは、可能な限り幹線道路を使用

し、生活道路の通行を最小限とする。 

⑥工事関連車両は、大阪府生活環境の保全等に関する条例の

趣旨に則り、駐車中のアイドリングストップや空ふかしを

しない。 

 

③工事関連車両については、現場条件、搬入出量等に応じた適正な車種・規格を選定し、

効率的な運行を行う等、車両総数を削減するとともに、工事量及び資機材運搬量の平

準化によりピーク時の車両数の削減にも努めています。 

 

 

④工事関係の従業者の通勤については、可能な限り公共交通機関の利用や自動車の相乗

りを励行しています。 

 

⑤工事関連車両の進入ルートは､幹線道路を使用し､その他の道路については、工事に関

する地元説明会での取決め等により決められた走行ルートのみを使用しています。 

⑥駐車中のアイドリングストップの徹底等、新規入場者教育等で周知教育し励行してい

ます。 
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② 知事意見及び都市計画決定権者の見解についての実施状況 

知事意見 都市計画決定権者の見解 実 施 状 況 

大気質・騒音・振動 

(1) 工事関連車両の走行に当たって

は、一部の工事区間では区間内に

幹線道路がないため、生活道路及

び供用時期が未定である幹線道路

を分散して使用することを想定し

ているが、幹線道路が整備された

際には可能な限り使用すること

や、幹線道路が整備されるまでは

隣接する工事区間内を通行するこ

とにより、当該区間内の幹線道路

を可能な限り使用することで、生

活道路の使用を最小限に抑えるこ

と。 

 併せて工事工程を適切に管理す

ること等により工事関連車両台数

の削減を図るとともに運行管理に

万全を期し、工事関連車両の走行

に係る環境影響を最小限に抑える

こと。 

大気質・騒音・振動 

(1) 工事関連車両の走行は、一部の工事区間で

は区間内に幹線道路がないため、生活道路及

び供用時期が未定である幹線道路を分散し

て使用することを想定しています。工事関連

車両が実際に使用する道路については、今

後、地元住民等との協議を踏まえ検討しま

す。幹線道路が既に整備されている場合は、

原則として、その道路を使用する予定です。

幹線道路が整備されていない場合は、隣接す

る工事区間内を通行することにより、当該区

間内の幹線道路を可能な限り使用すること

で、生活道路の使用を最小限に抑えるよう努

めます。 

 併せて、工事工程を適切に管理すること等

により工事関連車両台数の削減を図るとと

もに運行管理に万全を期し、工事関連車両の

走行に係る環境影響を最小限に抑えるよう

努めます。 

 

(1) 工事関連車両の走行ルートについては、工事に関する地元説明

会での取決め等により決められたルートによるものとし、工事関

連車両の出入りは9:00以降を原則としています。 

また、必要個所には交通誘導員を適正配置して車両誘導していま

す。 

 併せて、工時時間や搬出入車両の運行時間帯を調整する等、工

事工程を適切に管理し、工事関連車両台数の削減を図るとともに

運行管理に万全を期し、工事関連車両の走行に係る環境影響を最

小限に抑えるよう努めています。 

騒音・振動 

(3) 対象事業実施区域沿線ではほぼ

全線にわたり住居が密集している

ことや、工事期間が10年間と長期

間に渡ることから、建設機械の稼

働による騒音・振動の事後調査を

定期的に行い、影響を把握するこ

と。また、それらの結果を踏まえ、

必要に応じて工事工程の調整を行

うなど、建設機械の稼働による騒

音・振動の影響を低減すること。 

騒音・振動 

(3) 対象事業実施区域沿線ではほぼ全線にわ

たり住居が密集していることや、工事期間が

10年間と長期間に渡ることから、建設機械の

稼働による騒音・振動の事後調査を定期的に

行い、影響を把握します。また、それらの結

果を踏まえ、必要に応じて工事工程の調整を

行うなど、建設機械の稼働による騒音・振動

の影響の低減に努めます。 

 

(3) 工事の計画段階で騒音・振動の発生の少ない工程調整や工法選

定を実施し、環境影響を最小限に抑えるよう努めています。工事

中においては、計画段階で周辺の住宅への騒音・振動の影響が大

きいと想定される工種について、騒音・振動の現地調査を実施し、

規制基準値を遵守できているかの確認を行っています。 
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知事意見 都市計画決定権者の見解 実 施 状 況 

(4) 仮線の走行による振動について

は、軌道が近づくことで、現況より

も振動の影響が増加する地点があ

ることから、該当する箇所におい

てはバラストマットを敷設するな

ど、仮線の走行による鉄軌道振動

の一層の低減を図ること。  

(4) 仮線の走行による振動については、軌道が

近づくことで、現況よりも振動の影響が増加

する地点があることから、該当する箇所にお

いてはバラストマットを敷設するなど、仮線

の走行による鉄軌道振動の一層の低減を図

ります。また、仮線時についても事後調査を

行い、影響を把握するとともに、必要に応じ

て追加の対策を講じます。 

(4) 仮線利用時に適切に対応します。 
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４．事後調査の方法 

(1) 事後調査の項目 

事後調査の項目は事後調査計画書により、表 4.1に示すとおりです。 

表 4.1 事後調査の項目 

区 分 環境項目 事後調査の項目 

建設工事中 

騒 音 建設機械の稼働に伴う騒音 

振 動 建設機械の稼働に伴う振動 

交通量 工事関連車両の運行台数 

廃棄物、発生土 土地の改変に伴う産業廃棄物 

 

(2) 調査地点、調査時期及び頻度、並びに調査方法 

調査地点、調査期間及び頻度、並びに調査方法は事後調査計画書により、表 4.2に示すとおりで

す。 

表 4.2(1) 建設工事中における調査地点、調査期間及び頻度、並びに調査方法 

環境項目 
事後調査の

項目 
内 容 

騒 音 

建設機械の

稼働に伴う

騒音 

調査事項 ・騒音レベルの 90％レンジ上端値 

調査地点 
・建設機械が同時に稼動する台数が多い香里園駅・光善寺駅・

枚方公園駅付近（図 4.1参照） 

調査期間及び頻度 ・工事の実施期間中、定期的  

調査方法 ・騒音規制法で定められた方法に準拠して測定 

環境保全目標 
・建設作業音が工事区域の敷地境界線において 85デジベルを

超える大きさでないこと 

振 動 

建設機械の

稼働に伴う

振動 

調査事項 ・振動レベルの 80％レンジ上端値 

調査地点 
・建設機械が同時に稼動する台数が多い香里園駅・光善寺駅・

枚方公園駅付近（図 4.1参照） 

調査期間及び頻度 ・工事の実施期間中、定期的 

調査方法 ・振動規制法で定められた方法に準拠して測定 

環境保全目標 
・建設作業振動は工事区域の敷地境界線において 75デジベル

を超える大きさでないこと 
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表 4.2(2) 建設工事中における調査地点、調査期間及び頻度、並びに調査方法 

環境項目 
事後調査の

項目 
内 容 

交通量 

工事関連車

両の運行台

数  

調査事項 ・工事関連車両の運行台数の年間最大値 

調査地点 
・事前調査及び予測を行った 11地点（図 4.2参照） 

（道路-１～６、７、10、11、15、16） 

調査期間及び頻度 ・工事の実施期間中 

報告頻度 ・土木工事実施中年間１回 

調査方法 

・各工区の工事日報より確認 

・実際の工事計画を検討しながら、概ね予測対象とした工事時

期を含めて適切に設定 

環境保全目標 
・工事関連車両の運行台数が予測結果と著しい差異のないこと 

・工事関連車両が適切なルートを走行していること 

廃棄物、

発生土 

土地の改変

等に伴う廃

棄物等  

調査事項 
・産業廃棄物の発生量、再生利用量及び最終処分量  

・再生利用方法等 

調査地点 ・全工事区間及び現場事務所 

調査期間及び頻度 ・工事中の全期間 

報告頻度 ・土木工事実施中年間１回 

調査方法 

・建設工事に伴う廃棄物等については、マニフェストにより確

認し、現場事務所の廃棄物等については各事務所に実態報告

を義務付けして確認。 

環境保全目標 ・再利用に努めていること及び適正処理が行われていること 
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図 4.1 建設機械の稼働に伴う騒音・振動の調査地点  
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図 4.2 工事関連車両の運行台数 

の調査地点 
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５．事後調査の結果及び検証 

(1) 建設機械の稼働に伴う騒音 

① ５工区（調査日：令和５年９月 29日） 

建設工事の土木工事として、５工区における杭工事（鋼管杭圧入工）の騒音を調査しました。調査

結果は別紙-5-1に示すとおりです。 

杭工事（鋼管杭圧入工）において稼働していた建設機械は、圧入機・油圧ユニットφ1500、クレー

ン 20ｔ及び発電機 380KVAであり、測定位置からの距離は 27ｍです。 

騒音の調査結果は、騒音レベルの 90％レンジ上端値が 69 デシベルであり、騒音の環境保全目標

（85デシベル）を満足しています。 

 

② ５工区（調査日：令和５年 12月 18日） 

建設工事の土木工事として、５工区における切土工（土砂掘削・搬出）の騒音を調査しました。調

査結果は別紙-5-2に示すとおりです。 

切土工（土砂掘削・搬出）において稼働していた建設機械は、バックホウ 0.2ｍ3及び不整地運搬

車であり、測定位置からの距離は 24ｍです。 

騒音の調査結果は、騒音レベルの 90％レンジ上端値が 62 デシベルであり、騒音の環境保全目標

（85デシベル）を満足しています。 

 

③ １工区（調査日：令和５年 12月 22日） 

建設工事の土木工事として、１工区における杭工事（鋼管杭圧入工）の騒音を調査しました。調査

結果は別紙-5-3に示すとおりです。 

杭工事（鋼管杭圧入工）において稼働していた建設機械は、圧入機・油圧ユニットφ800、ラフタ

ークレーン 25ｔ及び発電機 150KVAであり、測定位置からの距離はそれぞれ９ｍ、20ｍ、40ｍです。 

騒音の調査結果は、騒音レベルの 90％レンジ上端値が 71 デシベルであり、騒音の環境保全目標

（85デシベル）を満足しています。 

 

④ ２工区（調査日：令和６年２月５日） 

建設工事の土木工事として、２工区における杭工事の騒音を調査しました。調査結果は別紙-5-4に

示すとおりです。 

杭工事において稼働していた建設機械は、小型三点式杭打機、ラフタークレーン 25ｔ、バックホ
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ウ 0.45ｍ3及び高所作業車であり、建設機械の測定位置からの距離はそれぞれ 10ｍ、10ｍ、15ｍ、15

ｍです。 

騒音の調査結果は、騒音レベルの 90％レンジ上端値が 62 デシベルであり、騒音の環境保全目標

（85デシベル）を満足しています。 

 

⑤ ２工区（調査日：令和６年２月 19日） 

建設工事の土木工事として、２工区における撤去工事（鋼矢板撤去）の騒音を調査しました。調査

結果は別紙-5-5に示すとおりです。 

撤去工事（鋼矢板撤去）において稼働していた建設機械は、ロータリードライブ掘削機、バックホ

ウ 0.45ｍ3及びクローラクレーン 4.9ｔであり、測定位置からの距離はそれぞれ 20ｍ、15ｍ、10ｍで

す。 

騒音の調査結果は、騒音レベルの 90％レンジ上端値が 73 デシベルであり、騒音の環境保全目標

（85デシベル）を満足しています。 

 

(2) 建設機械の稼働に伴う振動 

① ５工区（調査日：令和５年９月 29日） 

建設工事の土木工事として、５工区における杭工事（鋼管杭圧入工）の振動を調査しました。調査

結果は別紙-6-1に示すとおりです。 

杭工事（鋼管杭圧入工）において稼働していた建設機械は、圧入機・油圧ユニットφ1500、クレー

ン 20ｔ及び発電機 380KVAであり、測定位置からの距離は 27ｍです。 

振動の調査結果は、振動レベルの 80％レンジ上端値が 45 デシベルであり、振動の環境保全目標

（75デシベル）を満足しています。 

 

② ５工区（調査日：令和５年 12月 18日） 

建設工事の土木工事として、５工区における切土工（土砂掘削・搬出）の振動を調査しました。調

査結果は別紙-6-2に示すとおりです。 

切土工（土砂掘削・搬出）において稼働していた建設機械は、バックホウ 0.2ｍ3及び不整地運搬

車であり、建設機械の測定位置からの距離は 24ｍです。 

振動の調査結果は、振動レベルの 80％レンジ上端値が 35 デシベルであり、振動の環境保全目標

（75デシベル）を満足しています。 
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③ １工区（調査日：令和５年 12月 22日） 

建設工事の土木工事として、１工区における杭工事（鋼管杭圧入工）の振動を調査しました。調査

結果は別紙-6-3に示すとおりです。 

杭工事（鋼管杭圧入工）において稼働していた建設機械は、圧入機・油圧ユニットφ800、ラフタ

ークレーン 25ｔ及び発電機 150KVAであり、測定位置からの距離はそれぞれ９ｍ、20ｍ、40ｍです。 

振動の調査結果は、振動レベルの 80％レンジ上端値が 47 デシベルであり、振動の環境保全目標

（75デシベル）を満足しています。 

 

④ ２工区（調査日：令和６年２月５日） 

建設工事の土木工事として、２工区における杭工事の振動を調査しました。調査結果は別紙-6-4に

示すとおりです。 

杭工事において稼働していた建設機械は、小型三点式杭打機、ラフタークレーン 25ｔ、バックホ

ウ 0.45ｍ3及び高所作業車であり、建設機械の測定位置からの距離はそれぞれ 10ｍ、10ｍ、15ｍ、15

ｍです。 

振動の調査結果は、振動レベルの 80％レンジ上端値が 35 デシベルであり、振動の環境保全目標

（75デシベル）を満足しています。 

 

⑤ ２工区（調査日：令和６年２月 19日） 

建設工事の土木工事として、２工区における撤去工事（鋼矢板撤去）の振動を調査しました。調査

結果は別紙-6-5に示すとおりです。 

撤去工事（鋼矢板撤去）において稼働していた建設機械は、ロータリードライブ掘削機、バックホ

ウ 0.45ｍ3及びクローラクレーン 4.9ｔであり、測定位置からの距離はそれぞれ 20ｍ、15ｍ、10ｍで

す。 

振動の調査結果は、振動レベルの 80％レンジ上端値が 52 デシベルであり、振動の環境保全目標

（75デシベル）を満足しています。 

 

(3) 工事関連車両の運行台数 

工事関連車両の運行台数の調査結果は、別紙-4に示すとおりです。 

調査地点を走行する工事関連車両の運行台数の年間最大値は、大型車で０～90台/日、小型車で０

～52 台/日となっており、各調査地点の環境保全目標と比較すると、大型車では道路-４地点の１地
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点、小型車では道路-１地点、道路-４地点、道路-５地点、道路-６地点及び道路-11地点の５地点以

外の地点においては、環境保全目標を満足しています。工事関連車両の走行ルートは、原則として、

環境影響評価書（令和４年４月一部変更）で示すルートとしました。国道 170号から対象事業実施区

域南側の工事現場への進入路（寝屋川市音羽町３付近）については、関係機関、地元住民等と協議し

た結果、より安全な走行ルートとして、付加車線を設置し、左折入場が可能となったことから、環境

影響評価書（令和４年４月一部変更）に示す走行ルートを変更し、工事用進入路として利用していま

す。 

道路-１地点では、４工区の工事関連車両が走行しており、小型車の年間最大値は 52台/日（環境

保全目標：40台/日以下）となっています。この要因は、支障物撤去工によるコンクリートがらの搬

出及び砕石の搬入の際に、工事現場内が狭く大型車が使用できないことから、小型車（４ｔダンプト

ラック）を用いたため、小型車台数が増加したことによるものです。 

道路-４地点では、２工区及び３工区の工事関連車両が走行しており、工事実施内容は、現在線の

東側に仮線切替のために実施している２工区の香里園駅の仮駅舎建設工事、３工区の府道八尾枚方

線沿道の汚水管移設工事です。年間最大値は、２工区による大型車が 90台/日（環境保全目標：26台

/日以下）、小型車が 38 台/日（環境保全目標：10 台/日以下）となっています。この要因は、工事

関連車両が鉄道東側の工事現場に入退場するにあたり、走行ルートとしては、踏切での渋滞を回避す

るため、木屋道踏切を通行する府道木屋交野線（道路-３地点）を使用せずに、旧国道 170号（道路

-５地点）から府道八尾枚方線（道路-４地点）を通過する走行ルートまたは国道 170号から府道八尾

枚方線（道路-４地点）を通過する走行ルートのどちらかに振り替えたことによるものです。また、

２工区の仮駅舎の工事で、駐輪場のコンクリート打設工事によるミキサー車が府道八尾枚方線（道路

-４地点）に集中したため大型車台数が増加し、資材搬入等についても工事現場内が狭いことから、

大型車を小型車に切り替えて運行したため、小型車台数が増加しました。仮線切替後については、鉄

道西側の工事となり、工事関連車両は木屋道踏切を通行せずに府道木屋交野線（道路-３地点）西側

から鉄道西側の工事現場に入退場ができるため、環境影響評価書（令和４年４月一部変更）に示す府

道木屋交野線（道路-３地点）の走行ルートを使用することから、府道八尾枚方線（道路-４地点）及

び旧国道 170号（道路-５地点）の走行台数は減少します。 

道路-５地点では、道路-４地点と同様に、２工区及び３工区の工事関連車両が走行しており、工事

実施内容は、現在線の東側に仮線切替のために実施している２工区の香里園駅の仮駅舎建設工事、３

工区の府道八尾枚方線沿道の汚水管移設工事です。小型車の年間最大値は 26台/日（環境保全目標：

０台/日以下）となっています。この要因についても、道路-４地点と同様に、鉄道東側の工事現場へ
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は、旧国道 170号（道路-５地点）から府道八尾枚方線（道路-４地点）を通過する走行ルートに振り

替えていることによるものです。また、２工区での仮駅舎の工事の資材搬入や３工区での汚水管移設

工事の土砂搬出等について、工事現場内が狭いことから、大型車を小型車に切り替えて運行したた

め、小型車台数が増加しました。仮線切替後については、道路-４地点と同様に、鉄道西側の工事と

なり、工事関連車両は木屋道踏切を通行せずに府道木屋交野線（道路-３地点）西側から鉄道西側の

工事現場に入退場ができるため、環境影響評価書（令和４年４月一部変更）に示す府道木屋交野線

（道路-３地点）の走行ルートを使用することから、府道八尾枚方線（道路-４地点）及び旧国道 170

号（道路-５地点）の走行台数は減少します。 

道路-６地点では、１工区の工事関連車両が走行しており、小型車の年間最大値は 50台/日（環境

保全目標：20台/日以下）となっています。この要因は、鋼管杭工の切土工事による土砂搬出の際に、

工事現場内が狭く大型車が使用できないことから、小型車（４ｔダンプトラック）を用いたため、小

型車台数が増加したことによるものです。 

道路-11地点では、３工区及び４工区の工事関連車両が走行しており、小型車の年間最大値は、３

工区による 26台/日（環境保全目標：９台/日以下）となっています。この要因は、工事用進入路と

して利用する市道北中振９号線（道路-11地点）において、大型車の通行対策として補強を行う舗装

打換え工事を実施し、この工事のアスファルトがらの搬出及びアスファルト混合物の搬入等の際に、

市道北中振９号線（道路-11地点）の道路が狭く、大型車が使用できないことから、大型車を小型車

に切り替えて運行したため、小型車台数が増加しました。 

今後においても、工事関連車両については、現場条件、搬入出量等に応じた適正な車種・規格を選

定し、効率的な運行を行う等、車両総数を削減するとともに、工事量及び資機材運搬量の平準化によ

りピーク時の車両数の削減にも努めます。また、工事関係の従業者の通勤については、可能な限り公

共交通機関の利用や自動車の相乗りを励行し、さらなる削減に努めます。 

なお、工事関連車両の運行台数調査結果に基づく等価騒音レベルの推計値は表 5.1 に示すとおり

であり、道路-11地点を除く全ての地点は、現況からの増加量は 0.1デシベル未満～0.2デシベルと

推計され、騒音の環境保全目標値を満足しています。道路-11地点での騒音への影響については、現

況値が既に環境保全目標値を上回っており、現況からの増加量は 0.1 デシベル未満と推計されるこ

とから、騒音への影響は軽微であり、現状の騒音に変化はありません。 
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表 5.1 工事関連車両の運行台数調査結果に基づく工事関連車両の走行に伴う騒音の推計値 

（単位：デシベル） 

調査地点 

等価騒音レベル 
環境保全

目標値 

（昼間） 
現 況 

大型車のピー

ク時の推計値 

(令和５年度) 

増加量 

小型車のピー

ク時の推計値 

(令和５年度) 

増加量 

道路-１ 66 66 0.1未満 66 0.1未満 70以下 

道路-２ 57 57 0.1未満 57 0.1未満 65以下 

道路-３ 65 － － － － 

70以下 
道路-４ 66 66 0.2 － 0.1未満 

道路-５ 55 55 0.1未満 55 0.1未満 

道路-６ 70 70 0.1未満 70 0.1未満 

道路-７ 59 59 0.2 59 0.1未満 65以下 

道路-10 64 － － － － 60以下 

道路-11 61 613) 0.1未満 613) 0.1未満 60以下 

道路-15 64 64 0.1未満 64 0.1未満 65以下 

道路-16 58 － － － － 60以下 

（注）１．昼間とは、６～22時を示します。 
   ２．現況について、道路-１、２、３、５，６地点は環境影響評価書（平成 25年１月）、道路-４、７、10、

11、15、16地点は環境影響評価書（令和４年４月一部変更）に記載の等価騒音レベルの現地調査結果です。 
   ３．道路-11 地点での騒音への影響については、現況値が既に環境保全目標値を上回っており、現況からの

増加量は 0.1デシベル未満と推計されることから、騒音への影響は軽微であり、現状の騒音に変化はあり
ません。 

 

(4) 土地の改変等に伴う産業廃棄物 

土地の改変等に伴う産業廃棄物の調査結果は、別紙-7に示すとおりです。 

アスファルトがら、コンクリートがら、汚泥、紙屑、廃プラスチック及び木屑については、全工区

において、収集・運搬及び中間処理業の許可を得た、再生利用及び再資源化を実施できる業者へ委託

し、全量を再生利用しました。また、その他の産業廃棄物についても、収集・運搬及び中間処理業の

許可を得た、再生利用及び再資源化を実施できる業者へ委託し、可能な限り再生利用しました。 

 

(5) 土地の改変等に伴う建設発生土 

土地の改変等に伴う建設発生土調査結果は、別紙-8に示すとおりです。 

全工区において、事業内利用及び工事間利用を可能な限り実施し、全工区合計で、令和５年度に発

生した約 3,400ｍ3の発生土のうち、約 1,300ｍ3を事業内再利用、約 1,400ｍ3を工事間利用、約 200

ｍ3を有効利用量とし、合計約 2,900ｍ3を再利用しました。環境保全目標である有効利用率 90％※に

対し、令和５年度の有効利用率は約 85％となりました。 

令和５年度では、１工区の発生土の多くが工事現場内での再利用が不可能な状態の粘性土であり、

粘性土の再利用には改良処理が必要ですが、工事現場内が狭く改良処理を行うためのスペースが無

いため、止む無く場外へ搬出し最終処分を行いました。今後、環境保全目標（有効利用率 90％※）の

達成に向け、事業内の再利用及び工事間の利用の向上に努めます。 

※ 大阪府建設リサイクル推進計画2011(平成23年3月)における建設発生土の有効利用率の平成27年度目標(90％) 
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別紙－5-1 

工事騒音様式 

建設機械の稼働に伴う騒音調査結果 

工区：５工区    用途地域：第二種住居地域            調査日：令和５年９月29日 

 

調査地点位置図・機械配置図 

 

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。 

  

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

8：30～ 

12:00 

13:00～ 

15:20 

69 

・杭工事（鋼管杭圧入工） 

・圧入機・油圧ユニットφ1500 

ラフタークレーン20ｔ 

発電機380KVA 

85 － 

27ｍ 

測定位置 

クレーン 20ｔ 

圧入機・油圧ユニットφ1500 

発電機 380KVA 

50 10 15 20m

1：500

Ｎ
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別紙－5-2 

工事騒音様式 

建設機械の稼働に伴う騒音調査結果 

工区：５工区    用途地域：第二種住居地域            調査日：令和５年12月18日 

  

調査地点位置図・機械配置図 

 

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。 

  

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

8：30～ 

12：00 

13：00～ 

16：30 

62 

・切土工（土砂掘削・搬出） 
・バックホウ0.2ｍ3 

不整地運搬車 

85 － 

バックホウ 0.2ｍ3 

24ｍ 

測定位置 

不整地運搬車 

50 10 15 20m

1：500

Ｎ
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別紙－5-3 

工事騒音様式 

建設機械の稼働に伴う騒音調査結果 

工区：１工区    用途地域：準工業地域             調査日：令和５年12月22日 

 

調査地点位置図・機械配置図 

 

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。  

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

0：00 

～ 

4：00 

71 

・杭工事（鋼管杭圧入工） 

・圧入機・油圧ユニットφ800 

ラフタークレーン25ｔ 

発電機150KVA 

85 － 

測定位置 

ラフタークレーン 25ｔ 

20ｍ 

圧入機・油圧ユニットφ800 

発電機 150KVA 

40ｍ 9ｍ 

50 10 15 20m

1：500
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別紙－5-4 

工事騒音様式 

建設機械の稼働に伴う騒音調査結果 

工区：２工区    用途地域：第二種住居地域            調査日：令和６年２月５日 

 

調査地点位置図・機械配置図 

  

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。  

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

8：30～ 

12：00 

13：00～ 

16：30 

62 

・杭工事 

・小型三点式杭打機(DHJ-

60)、ラフタークレーン25

ｔ、バックホウ0.45ｍ3及
び高所作業車9.9ｍ 

85 － 

バックホウ 0.45ｍ3 

10ｍ 

測定位置 

50 10 15 20m

1：500

小型三点式杭打機 DHJ-60 

ラフタークレーン 25ｔ 

高所作業車 9.9ｍ 

通路 

15ｍ 

万能塀 

香里園駅仮駅舎 
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別紙－5-5 

工事騒音様式 

建設機械の稼働に伴う騒音調査結果 

工区：２工区    用途地域：準工業地域             調査日：令和６年２月19日 

 

調査地点位置図・機械配置図 

 

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。  

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

騒音レベルの90％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

8：30～ 

12：00 

12：40～ 

16：50 

73 

・撤去工事（鋼矢板撤去） 

・ロータリードライブ掘削機
（BG-20総重量68ｔ）、クロ
ーラクレーン4.9ｔ 

、バックホウ0.45ｍ3 

85 － 

50 10 15 20m

1：500

測定位置 

クローラクレーン 4.9ｔ 

20ｍ 

ロータリードライブ掘削機（BG-20総重量 68ｔ） 

バックホウ 0.45ｍ3 

10ｍ 

15ｍ 
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別紙－6-1 

工事振動様式 

建設機械の稼働に伴う振動調査結果 

工区：５工区    用途地域：第二種住居地域            調査日：令和５年９月29日 

  

調査地点位置図・機械配置図 

 

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。 

  

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

8：30～ 

12:00 

13:00～ 

15:20 

45 

・杭工事（鋼管杭圧入工） 

・圧入機・油圧ユニットφ1500 

ラフタークレーン20ｔ 

発電機380KVA 

75 － 

27ｍ 

測定位置 

クレーン 20ｔ 

圧入機・油圧ユニットφ1500 

発電機 380KVA 

50 10 15 20m

1：500

Ｎ
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別紙－6-2 

工事振動様式 

建設機械の稼働に伴う振動調査結果 

工区：５工区    用途地域：第二種住居地域            調査日：令和５年12月18日 

  

調査地点位置図・機械配置図 

 

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。 

  

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

8：30～ 

12：00 

13：00～ 

16：30 

35 

・切土工（土砂掘削・搬出） 
・バックホウ0.2ｍ3 

不整地運搬車 

75 － 

バックホウ 0.2ｍ3 

24ｍ 

測定位置 

不整地運搬車 

50 10 15 20m

1：500

Ｎ
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別紙－6-3 

工事振動様式 

建設機械の稼働に伴う振動調査結果 

工区：１工区    用途地域：準工業地域             調査日：令和５年12月22日 

 

調査地点位置図・機械配置図 

 

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。 

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

0：00 

～ 

4：00 

47 

・杭工事（鋼管杭圧入工） 

・圧入機・油圧ユニットφ800 

ラフタークレーン25ｔ 

発電機150KVA 

75 － 

ラフタークレーン 25ｔ 

20ｍ 

測定位置 

圧入機・油圧ユニットφ800 

発電機 150KVA 

40ｍ 9ｍ 

50 10 15 20m

1：500
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別紙－6-4 

工事振動様式 

建設機械の稼働に伴う振動調査結果 

工区：２工区    用途地域：第二種住居地域            調査日：令和６年２月５日 

 

調査地点位置図・機械配置図 

  

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。  

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

8：30～ 

12：00 

13：00～ 

16：30 

35 

・杭工事 

・小型三点式杭打機DHJ-

60、ラフタークレーン25

ｔ、バックホウ0.45ｍ3

及び高所作業車9.9ｍ 

75 － 

バックホウ 0.45ｍ3 

10ｍ 

測定位置 

50 10 15 20m

1：500

小型三点式杭打機 DHJ-60 

ラフタークレーン 25ｔ 

高所作業車 9.9ｍ 

通路 

15ｍ 

万能塀 

香里園駅仮駅
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別紙－6-5 

工事振動様式 

建設機械の稼働に伴う振動調査結果 

工区：２工区    用途地域：準工業地域             調査日：令和６年２月19日 

  

調査地点位置図・機械配置図 

 

（注）測定位置と使用機械との距離を記入することとする。  

工 種 測定時間 

調査結果 環境保全目標 

備 考 
振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

作業内容 

および 

使用機械 

振動レベルの80％ 

レンジ上端値 

(デシベル) 

土木工事 

8：30～ 

12：00 

12：40～ 

16：50 

52 

・撤去工事（鋼矢板撤去） 

・ロータリードライブ掘削機
（BG-20総重量68ｔ）、クロ
ーラクレーン4.9ｔ 

、バックホウ0.45ｍ3 

75 － 

50 10 15 20m

1：500

測定位置 

クローラクレーン 4.9ｔ 

20ｍ 

ロータリードライブ掘削機（BG-20総重量 68ｔ） 

バックホウ 0.45ｍ3 

10ｍ 

15ｍ 
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別紙－4 

工事関連車両様式 

工事関連車両の運行台数調査結果 

 

 

調査地点 調査日 

調査結果 

（台／日） 

環境保全目標 

（台／日） 
備 考 

大型車 小型車 大型車 小型車 

道路-１ 
令和5年12月15日(大型車) 

令和6年1月11日(小型車) 
8 52 

152 

以下 

40 

以下 
 

道路-２ 令和5年10月12,13日 0 8 
76 

以下 

20 

以下 
 

道路-３ － 0 0 
76 

以下 

20 

以下 
 

道路-４ 
令和5年6月14日(大型車) 

令和5年9月4日(小型車) 
90 38 

26 

以下 

10 

以下 
 

道路-５ 
令和5年6月14日(大型車) 

令和5年10月4,18日(小型車) 
18 26 

76 

以下 

0 

以下 
 

道路-６ 
令和5年12月12日(大型車) 

令和6年3月4日(小型車) 
8 50 

76 

以下 

20 

以下 
 

道路-７ 
令和6年2月1日(大型車) 

令和5年10月6日(小型車) 
14 4 

24 

以下 

6 

以下 
 

道路-10 － 0 0 
78 

以下 

30 

以下 
 

道路-11 
令和5年8月4日(大型車) 

令和5年7月26,27日(小型車) 
8 26 

35 

以下 

9 

以下 
 

道路-15 
令和5年6月14日(大型車) 

令和5年9月4日(小型車) 
22 16 

69 

以下 

18 

以下 
 

道路-16 － 0 0 
10 

以下 

2 

以下 
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別紙－7-1 

産業廃棄物等様式 

土地の改変等に伴う産業廃棄物調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

(1) 発生量、再生利用量、最終処分量 

工区：１工区 

産業廃棄物の種類 

調査結果 

環境保全目標 

調査期間中 累積 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

コンクリートがら 215.5 215.5 0.0 215.5 215.5 0.0 

環境基本計画、

大阪府環境総合

計画等、国、大

阪府又は関係行

政機関が定める

環境に関する計

画又は方針に定

める目標の達成

と意地に支障を

及ぼさないこ

と。 

アスファルトがら 103.9 103.9 0.0 103.9 103.9 0.0 

汚 泥 5.5 5.5 0.0 5.5 5.5 0.0 

紙 屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

廃プラスチック 14.0 14.0 0.0 14.0 14.0 0.0 

金属屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

木 屑 12.0 12.0 0.0 12.0 12.0 0.0 

その他（伐採木・伐

根材、がれき類、建

設混合廃棄物） 

48.0 48.0 0.0 48.0 48.0 0.0 

 

(2) 再生利用方法等の状況 

再生利用に資するために再生処理業者へ搬出しています。 
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別紙－7-2 

産業廃棄物等様式 

土地の改変等に伴う産業廃棄物調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

(1) 発生量、再生利用量、最終処分量 

工区：２工区 

産業廃棄物の種類 

調査結果 

環境保全目標 

調査期間中 累積 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

コンクリートがら 946.7 946.7 0.0 946.7 946.7 0.0 

環境基本計画、

大阪府環境総合

計画等、国、大

阪府又は関係行

政機関が定める

環境に関する計

画又は方針に定

める目標の達成

と意地に支障を

及ぼさないこ

と。 

アスファルトがら 22.2 22.2 0.0 22.2 22.2 0.0 

汚 泥 350.8 350.8 0.0 350.8 350.8 0.0 

紙 屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

廃プラスチック 9.0 9.0 0.0 9.0 9.0 0.0 

金属屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

木 屑 7.0 7.0 0.0 7.0 7.0 0.0 

その他（伐採木・伐

根材、がれき類、建

設混合廃棄物） 

372.5 242.1 130.4 372.5 242.1 130.4 

 

(2) 再生利用方法等の状況 

その他の一部以外は、再生利用に資するために再生処理業者へ搬出しています。 
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別紙－7-3 

産業廃棄物等様式 

土地の改変等に伴う産業廃棄物調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

(1) 発生量、再生利用量、最終処分量 

工区：３工区 

産業廃棄物の種類 

調査結果 

環境保全目標 

調査期間中 累積 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

コンクリートがら 156.0 156.0 0.0 156.0 156.0 0.0 

環境基本計画、

大阪府環境総合

計画等、国、大

阪府又は関係行

政機関が定める

環境に関する計

画又は方針に定

める目標の達成

と意地に支障を

及ぼさないこ

と。 

アスファルトがら 161.0 161.0 0.0 161.0 161.0 0.0 

汚 泥 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

紙 屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

廃プラスチック 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

金属屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

木 屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

その他（伐採木・伐

根材、がれき類、建

設混合廃棄物） 

76.0 45.0 31.0 76.0 45.0 31.0 

 

(2) 再生利用方法等の状況 

その他の一部以外は、再生利用に資するために再生処理業者へ搬出しています。 

  



 

－39－ 

別紙－7-4 

産業廃棄物等様式 

土地の改変等に伴う産業廃棄物調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

(1) 発生量、再生利用量、最終処分量 

工区：４工区 

産業廃棄物の種類 

調査結果 

環境保全目標 

調査期間中 累積 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

コンクリートがら 171.5 171.5 0.0 171.5 171.5 0.0 

環境基本計画、

大阪府環境総合

計画等、国、大

阪府又は関係行

政機関が定める

環境に関する計

画又は方針に定

める目標の達成

と意地に支障を

及ぼさないこ

と。 

アスファルトがら 5.8 5.8 0.0 5.8 5.8 0.0 

汚 泥 28.2 28.2 0.0 28.2 28.2 0.0 

紙 屑 5.5 5.5 0.0 5.5 5.5 0.0 

廃プラスチック 13.0 13.0 0.0 13.0 13.0 0.0 

金属屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

木 屑 32.0 32.0 0.0 32.0 32.0 0.0 

その他（伐採木・伐

根材、がれき類、建

設混合廃棄物） 

109.0 17.0 92.0 109.0 17.0 92.0 

 

(2) 再生利用方法等の状況 

その他の一部以外は、再生利用に資するために再生処理業者へ搬出しています。 

 

  



 

－40－ 

別紙－7-5 

産業廃棄物等様式 

土地の改変等に伴う産業廃棄物調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

(1) 発生量、再生利用量、最終処分量 

工区：５工区 

産業廃棄物の種類 

調査結果 

環境保全目標 

調査期間中 累積 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

コンクリートがら 358.4 358.4 0.0 358.4 358.4 0.0 

環境基本計画、

大阪府環境総合

計画等、国、大

阪府又は関係行

政機関が定める

環境に関する計

画又は方針に定

める目標の達成

と意地に支障を

及ぼさないこ

と。 

アスファルトがら 2.0 2.0 0.0 2.0 2.0 0.0 

汚 泥 46.0 46.0 0.0 46.0 46.0 0.0 

紙 屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

廃プラスチック 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

金属屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

木 屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

その他（伐採木・伐

根材、がれき類、建

設混合廃棄物） 

99.8 81.8 18.0 99.8 81.8 18.0 

 

(2) 再生利用方法等の状況 

その他の一部以外は、再生利用に資するために再生処理業者へ搬出しています。 

  



 

－41－ 

別紙－7-6 

産業廃棄物等様式 

土地の改変等に伴う産業廃棄物調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

(1) 発生量、再生利用量、最終処分量 

工区：全工区（１～５工区） 

産業廃棄物の種類 

調査結果 

環境保全目標 

調査期間中 累積 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

発 生 量 

 

（ｍ3） 

再生 

利用量 

（ｍ3） 

最終 

処分量 

（ｍ3） 

コンクリートがら 1848.1 1848.1 0.0 1848.1 1848.1 0.0 

環境基本計画、

大阪府環境総合

計画等、国、大

阪府又は関係行

政機関が定める

環境に関する計

画又は方針に定

める目標の達成

と意地に支障を

及ぼさないこ

と。 

アスファルトがら 294.9 294.9 0.0 294.9 294.9 0.0 

汚 泥 430.5 430.5 0.0 430.5 430.5 0.0 

紙 屑 5.5 5.5 0.0 5.5 5.5 0.0 

廃プラスチック 36.0 36.0 0.0 36.0 36.0 0.0 

金属屑 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

木 屑 51.0 51.0 0.0 51.0 51.0 0.0 

その他（伐採木・伐

根材、がれき類、建

設混合廃棄物） 

705.3 433.9 271.4 705.3 433.9 271.4 

 

(2) 再生利用方法等の状況 

その他の一部以外は、再生利用に資するために再生処理業者へ搬出しています。 

 



 

－42－ 

別紙－8-1 

建設発生土様式 

土地の改変に伴う建設発生土調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

工区：１工区 

項 目 

調査結果（ｍ3） 
環境保全目標 

（ｍ3） 
備 考 

調査期間中 累 積 全工区の累積 

発生土量 659.0 659.0   

内 

訳 

事業内再生利用量 84.4 84.4 

3,044.6 

程度 

大阪府建設リ

サイクル推進

計画2011(平成

23年3月)にお

ける建設発生

土の有効利用

率の平成27年

度目標(90％)

に基づく目標

値 

工事間利用量 0.0 0.0 

有効利用量 157.0 157.0 

最終処分量 417.6 417.6 
338.3 

程度以下 

（注）土量は、1.8ｔ当たり１ｍ3として換算した数値です。 

 ※ 令和５年度では、１工区の発生土の多くが工事現場での再利用が不可能な状態の粘性土であり、粘性土の再利

用には改良処理が必要ですが、工事現場内に狭く改良処理を行うためのスペースが無いため、止む無く場外へ

搬出し最終処分を行いました。今後、環境保全目標（有効利用率90％）の達成に向け、事業内の再利用及び工

事間の利用の向上に努めます。 

  

  



 

－43－ 

別紙－8-2 

建設発生土様式 

土地の改変に伴う建設発生土調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

工区：２工区 

項 目 

調査結果（ｍ3） 
環境保全目標 

（ｍ3） 
備 考 

調査期間中 累 積 全工区の累積 

発生土量 950.9 950.9   

内 

訳 

事業内再生利用量 870.0 870.0 

3,044.6 

程度 

大阪府建設リ

サイクル推進

計画2011(平成

23年3月)にお

ける建設発生

土の有効利用

率の平成27年

度目標(90％)

に基づく目標

値 

工事間利用量 0.0 0.0 

有効利用量 0.0 0.0 

最終処分量 80.9 80.9 
338.3 

程度以下 

（注）土量は、1.8ｔ当たり１ｍ3として換算した数値です。 
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別紙－8-3 

建設発生土様式 

土地の改変に伴う建設発生土調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

工区：３工区 

項 目 

調査結果（ｍ3） 
環境保全目標 

（ｍ3） 
備 考 

調査期間中 累 積 全工区の累積 

発生土量 393.0 393.0   

内 

訳 

事業内再生利用量 362.0 362.0 

3,044.6 

程度 

大阪府建設リ

サイクル推進

計画2011(平成

23年3月)にお

ける建設発生

土の有効利用

率の平成27年

度目標(90％)

に基づく目標

値 

工事間利用量 0.0 0.0 

有効利用量 0.0 0.0 

最終処分量 31.0 31.0 
338.3 

程度以下 

（注）土量は、1.8ｔ当たり１ｍ3として換算した数値です。 
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別紙－8-4 

建設発生土様式 

土地の改変に伴う建設発生土調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

工区：４工区 

項 目 

調査結果（ｍ3） 
環境保全目標 

（ｍ3） 
備 考 

調査期間中 累 積 全工区の累積 

発生土量 0.0 0.0   

内 

訳 

事業内再生利用量 0.0 0.0 

3,044.6 

程度 

大阪府建設リ

サイクル推進

計画2011(平成

23年3月)にお

ける建設発生

土の有効利用

率の平成27年

度目標(90％)

に基づく目標

値 

工事間利用量 0.0 0.0 

有効利用量 0.0 0.0 

最終処分量 0.0 0.0 
338.3 

程度以下 

（注）土量は、1.8ｔ当たり１ｍ3として換算した数値です。 
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別紙－8-5 

建設発生土様式 

土地の改変に伴う建設発生土調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

工区：５工区 

項 目 

調査結果（ｍ3） 
環境保全目標 

（ｍ3） 
備 考 

調査期間中 累 積 全工区の累積 

発生土量 1,380.0 1,380.0   

内 

訳 

事業内再生利用量 0.0 0.0 

3,044.6 

程度 

大阪府建設リ

サイクル推進

計画2011(平成

23年3月)にお

ける建設発生

土の有効利用

率の平成27年

度目標(90％)

に基づく目標

値 

工事間利用量 1,380.0 1,380.0 

有効利用量 0.0 0.0 

最終処分量 0.0 0.0 
338.3 

程度以下 

（注）土量は、1.8ｔ当たり１ｍ3として換算した数値です。 

 

 

 

 

  



 

－47－ 

別紙－8-6 

建設発生土様式 

土地の改変に伴う建設発生土調査結果 

 

調査期間：令和５年４月１日（土）～ 令和６年３月31日（日） 

工区：全工区（１～５工区） 

項 目 

調査結果（ｍ3） 
環境保全目標 

（ｍ3） 
備 考 

調査期間中 累 積 全工区の累積 

発生土量 3,382.9 3,382.9   

内 

訳 

事業内再利用量 1,316.4 1,316.4 

3044.6 

程度 

大阪府建設リ

サイクル推進

計画2011(平成

23年3月)にお

ける建設発生

土の有効利用

率の平成27年

度目標(90％)

に基づく目標

値 

工事間利用量 1,380.0 1,380.0 

有効利用量 157.0 157.0 

最終処分量 529.5 529.5 
338.3 

程度以下 

（注）土量は、1.8ｔ当たり１ｍ3として換算した数値です。 

 

 

 

 

 

 


